
令 和 2 年 度 

決 算 報 告 書 

自 令和 2 年 4 月 1 日 

至 令和 3 年 3 月 31 日 

独立行政法人 日本貿易振興機構



（単位：円）

予算額 決算額 差額 備考 予算額 決算額 差額 備考 予算額 決算額 差額 備考 予算額 決算額 差額 備考 予算額 決算額 差額 備考 予算額 決算額 差額 備考

収　　入

運営費交付金収入 6,005,400,000 5,651,359,000 △ 354,041,000 3,481,043,000 3,047,759,000 △ 433,284,000 (注2） 18,504,381,000 16,196,475,000 △ 2,307,906,000 (注2） 7,839,407,000 7,624,812,000 △ 214,595,000 2,111,289,000 2,111,289,000 - 37,941,520,000 34,631,694,000 △ 3,309,826,000

国庫補助金収入 169,181,000 148,732,025 △ 20,448,975 (注3） 4,854,286,000 4,865,275,216 10,989,216 2,613,895,000 1,629,416,116 △ 984,478,884 (注3） 97,400,000 123,014,568 25,614,568 (注4） - - - 7,734,762,000 6,766,437,925 △ 968,324,075

受託収入 365,764,000 377,125,744 11,361,744 400,624,000 216,775,395 △ 183,848,605 4,565,010,000 2,265,075,553 △ 2,299,934,447 51,353,000 57,984,571 6,631,571 - - - 5,382,751,000 2,916,961,263 △ 2,465,789,737

　　うち国からの受託収入 - 20,895,732 20,895,732 (注5) 300,000,000 35,037,946 △ 264,962,054 (注6) 4,131,836,000 1,995,196,649 △ 2,136,639,351 (注7) 50,000,000 51,796,637 1,796,637 - - - 4,481,836,000 2,102,926,964 △ 2,378,909,036

　　うちその他からの受託収入 365,764,000 356,230,012 △ 9,533,988 100,624,000 181,737,449 81,113,449 (注8) 433,174,000 269,878,904 △ 163,295,096 (注8) 1,353,000 6,187,934 4,834,934 (注5) - - - 900,915,000 814,034,299 △ 86,880,701

業務収入 356,855,000 310,525,918 △ 46,329,082 (注9） 567,951,000 265,021,568 △ 302,929,432 (注10） 2,838,824,000 1,814,504,315 △ 1,024,319,685 (注7） 405,457,000 356,405,307 △ 49,051,693 (注9） - - - 4,169,087,000 2,746,457,108 △ 1,422,629,892

その他の収入 - 9,656,053 9,656,053 (注11) - 6,292,778 6,292,778 (注11) - 23,165,272 23,165,272 (注11) 71,222,000 84,865,383 13,643,383 (注11） 23,251,000 77,381,359 54,130,359 (注11） 94,473,000 201,360,845 106,887,845

計 6,897,200,000 6,497,398,740 △ 399,801,260 9,303,904,000 8,401,123,957 △ 902,780,043 28,522,110,000 21,928,636,256 △ 6,593,473,744 8,464,839,000 8,247,081,829 △ 217,757,171 2,134,540,000 2,188,670,359 54,130,359 55,322,593,000 47,262,911,141 △ 8,059,681,859

支　　出

業務経費　（注1） 6,566,797,000 3,819,521,419 △ 2,747,275,581 (注12） 8,931,560,000 7,773,838,575 △ 1,157,721,425 (注13） 23,924,241,000 14,600,455,980 △ 9,323,785,020 (注12） 8,624,419,000 7,101,078,831 △ 1,523,340,169 (注12） - - - 48,047,017,000 33,294,894,805 △ 14,752,122,195

受託経費　（注1） 303,755,000 290,534,443 △ 13,220,557 330,510,000 138,953,171 △ 191,556,829 (注6) 4,357,337,000 1,973,400,127 △ 2,383,936,873 (注7) 46,111,000 44,613,279 △ 1,497,721 - - - 5,037,713,000 2,447,501,020 △ 2,590,211,980

一般管理費 - - - - - - - - - - - - 2,237,863,000 2,037,748,674 △ 200,114,326 2,237,863,000 2,037,748,674 △ 200,114,326

計 6,870,552,000 4,110,055,862 △ 2,760,496,138 9,262,070,000 7,912,791,746 △ 1,349,278,254 28,281,578,000 16,573,856,107 △ 11,707,721,893 8,670,530,000 7,145,692,110 △ 1,524,837,890 2,237,863,000 2,037,748,674 △ 200,114,326 55,322,593,000 37,780,144,499 △ 17,542,448,501

（注1）業務経費及び受託経費は損益計算書上の業務費に集計しております。

予算額と決算額の主な差異の説明

(注2）予算額に前年度からの繰越額を計上したことによるものとなります。

(注3）補助事業の縮小等に伴う精算減によるものとなります。

(注4）想定していなかった補助事業の増加によるものとなります。

(注5）想定していなかった受託契約の増加によるものとなります。

(注6）受託事業の縮小等に伴う契約変更等によるものとなります。

(注7）ドバイ国際博覧会に係る事業の予算執行を翌年度へ繰り越したものとなります。

(注8）計上区分（セグメント）の変更によるものとなります。

(注9）自治体・業界団体等からの収入の減少によるものとなります。

(注10）展示会等の中止に伴う受益者負担の減少によるものとなります。

(注11）想定していなかった雑収入等によるものとなります。

(注12）補正事業の一部について、予算執行を翌年度へ繰り越したものとなります。

(注13）事業の縮小等によるものとなります。

決算報告書

（令和２年４月１日～令和３年３月３１日）

区分

対日直接投資やスタートアップの海外展開等を
通じたイノベーション創出支援

農林水産物・食品の輸出促進 中堅・中小企業など我が国企業の海外展開支援 我が国企業活動や通商政策等への貢献 法人共通 合計
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